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3次 元設計情報を用いた出来形管理技術の提案
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本論文は,道 路土工を対象 に,3次 元設計情報 として基本骨組み構造を電子化 したものを測量

機器 に搭載す ることにより,丁 張 り設置 と出来形管理が効率的に行 えることを明 らかに した。こ

こで基本骨組み構造 とは,平 面線形,縦 断線形,標 準断面情報を組み合わせ た構造(以 下,ス ケ

ル トンとい う)で ある。 ここでは,ま ず 明治か ら現代 にかけて出来形管理の変遷 と新たな出来形

管理技術の必要性 を述べた。次にスケル トンを活用 した出来形管理技術が,従 来型に比べて準備

作業時間の短縮 に有効であることを示 した。 スケル トンの電子化によ り設計か ら施工にかけてス

ムーズに設計情報の活用を行 うことが可能 となる。これは,建 設CALSが 理想 とするライフサイ

クルでの効率的な情報交換 の一例であると考える。

【キーワー ド】:丁 張 り,出 来形管理,CALS, IT,情 報化施工

なIT技 術 が活用 されていない。

1は じめに

現在 のITを 活用 した測量機器 には トータルステー

シ ョン(Tbtal Station,以 下 「TS」 とい う。),

GPS (Global Positioning System),レ ーザースキャナ

ー(Laser Scanner)等 がある。これ らは内蔵 された携

帯コンピュータ と連動 し,自 動的に計測結果を記録保

持す ることにより3次 元情報 を容易に計測できる。国

土技術政策総合研究所(以 下 「国総研」 とい う。)で

は,こ れ らの情報 を活用 して施工の業務改善を図 るこ

とを 「情報化施工」の一形態 とし,研 究 を進めている

(参考文献1～9)。

ところが多 くの施 工現場では,出 来形管理 を行 うに

当たって,昔 なが らの巻き尺 と図面,帳 票を用いて計

測 し,そ の結果 を紙や図面に転記,集 計,整 理を行 っ

ている。また,一 部の先進 的な現場 において,ITを 活

用 した施工管理を行っているにもかかわらず,公 共土

木工事の発注者か ら旧来型のスタイル で計測,書 類 の

整理,提 出す るよう求められ,民 間が提案す る効率的

その原 因の一つ は旧来型 業務 スタイル を前提 とし

た20mピ ッチの管理断面 と管理基準,書 類様式が発

注者 により義務づけられてい ること,お よび2次 元の

図面 を前提 とした電子化が施 工管理 の業務改善に十

分活用 されていない ことである。

本研究では,明 治か ら現在の業務スタイル に至 った

出来形管理の変遷 を踏 まえ,同 様の 目的を達成す るた

めに,3次 元設計情報を用いた効率的な出来形管理技

術 を提案す るものである。

2出 来形管理の 変遷 と新たな出来形管理 技術の必

要性

出来形管理 とは,工 事の施工管理を行 うものが設計

図面 で示 された寸法通 り施工 され た構造物が完成 し

ているか どうかを確 かめなが ら作業を進 めることを

い う。また出来形管理によって完成 した構造物が,実

際に出来形計測に よって正 しく完成 しているか ど う

かを確認す ることを出来形確認(検 査)と い う。

昭和30年 代以前は,直 接監督職員が工事を行 って

いた直営時代であ り,出 来形管理 は発注者が 自ら下請

け業者 を使 って指導 していた。しか し昭和40年 代に
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入 り,請 負工事の時代 に変 わったため,発 注者が 自ら

出来形管理をすることはな く,受 注者が出来形管理を

行 うよ うになった。工事受注者 が行 ってい る施工管理

技術は,最 新測量技術,ITを 活用 した様 々な手法が試

み られてきた(参 考文献17,18、19)。 しか し,

監督職員 が工事受注者に義務 づけてきた出来形 管理

及び出来形確認(検 査)の や り方は,明 治時代か ら昭

和 にかけて計測技術の進 歩 とともに変化 して きたが

大きくは変化 してお らず,現 在 も変 わらない(参 考文

献10～15)。

以下、出来形管理の変遷 を振 り返 るとともに、監督

職員 が行 うべ き時代の要請にあった新 たな出来形 管

理技術について述べる。

1)出 来形管理基準のない時代

明治時代における我が国の土木工事仕様書,出 来形

管理 に関す る文献 によると,盛 土勾配(こ うばい),

締 め固め回数管理 に関す る規定が定められている(表

1)。

表1明 治時代の工事仕様書10)

「道路築造標準第 四章堀割及び盛土(明 治19年8

月5日 内務省訓令第13号)

第27條 盛土傾斜面の勾配 は,一 割二分 より下

るべか らず。」

「土木工事仕様設計実例放水路工事仕様書築堤土

工(明 治35年10月)

一 築堤 は縦横断面図に示す所に従ひ之を施工す

べ し。但舊堤の腹付工は総て図面の上幅及斜面勾

配 とも2割 とす。

・・・途中省略 ・・・

一 築堤の土盛 は厚6寸 を1層 とし毎層面1坪

に付10列 以上往復2回 に搗 固むべ し。」

このような盛土斜面勾配,巻 きだ し厚 さ,締 固回数

規定な どの規定は,お そ らく土砂 の安定状況を見て,

構造物の機 能要件 を満足す るため経験 的に用い られ

てきたものであろ う。

また,出 来形検査 に関する規定では,上 記のよ うな

仕様 目論見書,設 計図な どに照 らし合 わせて出来形 を

検査す ることを定めている(表2)。

表2明 治時代の出来形検査規則10)

「福 島県土木工事出来形検査規則(明 治26年11

月)

第4条 出来形検査員は,工 事監督員 とともに実

地 に臨み,仕 様 目論見書その他設 計図などに照 ら

し工事出来形 を検査 し,不 完全の所 の有無を確認

し,不 都合がない と認めた時は,そ の旨監督員及

び受負人に通告 しなければな らない。」

このよ うに監督職員は工事 中の監督,検 査官は工事

完成後に仕様 目論見書,設 計図な どに照 らし合わせ て

書類,実 地検査を行 っていた。 しか し,明 治時代には

出来形管理の概念はあるものの,20mピ ッチの管理

断面や 出来形管理基準 とい う明確な検査手法 とその

規格値までは作成 されていなかった。

2)遣 型(丁 張)に よる出来形管理の始ま り

昭和 に入 ると,工 事測量や丁張 りに関する技術解説

書が活用 されるよ うにな り,図 解入 りで詳 しく記述 さ

れ,監 督員,現 場作業員が容易に理解 できるよう工夫

が されている。遣型(や りかた:丁 張 り(ち ょうは り)

ともい う。)と は 「設計通 り正確 に施 工す るための現

場の指標13」 のことである。昭和38年 現場施工の手

引き(共 通編)に よると,工 事測量 と遣型の説明には

次の ように記述 されている(参 考文献13,表3,4,

図1～3)。

表3工 事測量 と遣型(丁 張)13)

「工事測量 とは各種の工事施行(施 工の間違い

か:筆 者注)上 に必要な測量である。 これを工程

に従って分類すれば大体次の通 りとなる。

重要なる中心点の引照点設置

必要なる水準標設置

土工その他必要な構造物の位置決定

遣型型枠の測定

設計変更測量

出来形測定(竣 工検査)」

切取(現 在の掘削)に ついては,次 の ようであった。

表4切 取について13)

「地 山に法肩の位置 を求め,法 杭 と貫 を用いて

切取法勾配 を示す ものであって,直 線部では2

0m宛,曲 線部では10mに1カ 所を標準 とし

て設置する。切取は中心杭 と法遣型にたよって

土工を進めるものである。」
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図1 切 取 時の遣 型(丁 張)13)

図2 盛 土 時の遣 型(丁 張)13)

図3 坪堀時の遣型(丁 張)13)

表4で 示 され るよ うに曲線部におけ る詳細 な作業

方法が指定 されることか ら,遣 型設置が重要視 されて

いた と考 えられる。出来形管理についての詳細 には触

れ られていないが,設 計図通 り工事を行 うことを考え

ると,遣 型設置そのものが,原 寸大の設計図を現地に

描いていると考え られ る。出来形管理 とは,遣 型(丁

張)管 理を正確 に行 うことか ら始まった と筆者 は考え

ている。

3) 出来形管理基準の制定

土木工事共通仕様書(昭 和43年 度)に よると,工

事測量の条項で,監 督員による測量検査 の規定,鋼 巻

き尺による測定についての規定が見 られる(表5)。

表5工 事測量の検査20)(下 線は筆者注記)

土木工事共通仕様書(昭 和43年 度)

第115条 工事測量

「工事 に必要 な丁張,そ の他工事施工の基準 となる

仮施設 は,請 負者が設置 し,監 督員か ら検査を指示

され たものは検査を受 けなければな らない。 き損 ま

たは亡失 した場合は,新 たに設置 し,監 督員の検査

を受 けなければな らない。

測量に使用す る巻尺は,原 則 として鋼巻尺 とし,そ

の他 について は監 督員の承諾 を得 なけれ ばな らな

い。」)

また昭和44年 には出来形管理基準が定め られて

いる(参 考文献14)。 これに よると,合 格判定方法

として,「JISZ9003(計 量基準型一回抜取検査:標

準偏差既知で ロッ トの不良率 を保証する場合)」,「規

格値による全数検査」が採用 されている。これまでの

単なる長 さの計測だけを規定 したものではな く,出 来

形管理 の品質 を統計的に判 断 しよ うとす る試みで あ

る。ただ し,そ の規格値の設定根拠については明らか

になっていない(参 考文献11, p.2-12～2-14)。

また,昭 和44年 土木工事施工管理基準の中で,写

真による出来形管理表の項 目では,帯 広テープ,ス タ

フ(箱 尺)に よる出来形計測についての記述 とともに,

写真撮影方法の例 を示 している(図4)。

図4 出来形管理にお ける写真撮影方法14)

監督職員が,工 事受注者によって撮影 された写真に

基づいて効率的な出来形確認(検 査)を 行 うために活

用 された もの と考え られ る。

丁張 りに関しては,平 成16年 現在の土木工事共通

仕様書の工事測量の条項 においては遣型(丁 張)検 査

な どの記述はな くなった(参 考文献15)。 一方,地

方 自治体においては,高 知県な ど丁張 り検査を行って

いる ところもある(表6,参 考文献21)。
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表6 高知県建設工事監督規程21)(下 線 は筆者注記)

出来形管理 に関 しては,昭 和43年 頃か ら今の出来

形管理のや り方(業 務スタイル)が 定着 した と考え ら

れ る。出来形管理基準の基本的な考え方 として,設 計

値 と出来形数値の差 を比較す ること,出 来形管理写真

で帯広テープによる出来形計測写真を撮影 し,黒 板 に

記述す るスタイルは今 と変わ らない。

4) 新たな出来形管理の可能性 と必要性

このよ うに,明 治か ら昭和43年 頃にかけては,遣

型 をもとに出来形管理が行われてきた。その後,昭 和

44年 以降の出来形管理 とは,完 成構造物 に対 して,

工事受注者が巻 き尺を使 った長 さの計測結果を提 出

す ることによって,設 計図面にかかれた設計値 と完成

した構造物 の計測値 を対比 し,合 否 を判定す るものに

変わってきた。現在の施 工現場 においても広 く支持 さ

れている簡便な方法である。

しか し,近 年建設現場での熟練労働者の減少,外 国

人作業員の増加 などにより,図 面が読める人が少な く

なってきたため,丁 張や出来形管理 を行 える技術者 が

不足 してきた。そのため,よ り簡易に計算,作 業 を行

う必要が生 じてきた。

一方
,IT技 術の発展によ り,位 置特定やデー タ交

換 が簡易にで きるようになった。計測機器には電子計

算機が携帯 され,現 場で複雑な計算 を行 えるよ うにな

ってきた。さらにCALSの 推進 により設計図面が電子

化 され利活用 されてい る。今後,建 設 ライフサイ クル

を通 じた情報の利活用 はます ます進む と考え られる。

ところが,現 在の2次 元図面を対象 とした電子デー

タだけでは,丁 張 りや 出来形管理の効率的な作業を行

うことはできない。そのために測量計算書などの書類

か ら,施 工に必要な座標値や設計図面か ら必要な設計

条件を読み取 らなければな らない。さらに,工 事測量

専用 ソフ トで複雑な計算を行い,丁 張 りに必要な座標

計算 を行わなければならない(図5)。

図5 丁張 りに必要な座標位置

図面の電子化 が進 んで も正確 な座標 デー タや設計

条件が電子化 されなければ,ITを 導入 した改善効果

が小 さい。そのため,昔 なが らの熟練技術者の技術知

識 を うま く活用 し,ITを 用いて効率的に情報交換を

行 うことが重要である。 特 に山岳現場にお ける複雑

な地 形及 び擁 壁 の よ うな複雑 な構 造物 の3次 元 地

形 ・設計データを活用す ることは,理 解を早め,正 確

な設計作業に大いに効果がある。そこで,施 工現場に

おいて3次 元の地形 ・設計情報 を うまく活用す るため,

3次 元設 計情報 を用いた丁張 りや 出来形管理を支援

する技術 を提案す る。

3 ITを活用した出来形 管理

1) ITを 活用 した出来形管理の概念

ITを 活用 した出来形管理 とは,3次 元設計情報を作

成 し,施 工現場で活用す ることによって監督検査 の業

務改善を図ることである。ここで3次 元設計情報 とは,

平面線形,縦 断線形,標 準横断面な どの基本骨組み情

報を組み合わせたものであ り,以 下,簡 単 にスケル ト

ンと呼ぶ ことにす る(図6)。

3次 元 設 計 デ ー タ定 義 方 法 の 提 案

図6 3次 元設計情報 とスケル トン
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スケル トンの電子化 によって,既 存の3次 元CAD

デー タフ ァイル より大幅に小 さなファイル サイズで

測量機器な どの入力データとして利用でき,熟 練技術

者が丁張 り設置作業 を行 うための技術的計算 に必要

な設計情報 を電子的 に利活用す るこ とが可能 となる

と考えてい る。

a) スケル トンによる丁張 り設置支援

3次 元設計情報(ス ケル トン)は,丁 張 り設置準備

作業も大幅に改善することができる。丁張 りとは,現

地における原寸大の設計図面 といって もよい。従来で

は紙図面や書類 を元 に構造物 の細かい変化 点を座標

計算により割 り出 し,掘 削,盛 土す る際に必要な地山

の切 り出 し位置や盛土位置,範 囲,勾 配等を示 してい

た。丁張 りに使用す る材料 は通常木杭,釘 な どの安価

な材料が用い られる。丁張 り設置準備作業 とは,木 杭,

釘な どを設置す る場所 を,図 面等か ら計算で求める作

業の ことをいい,従 来な ら電卓などを使 って数学公式

を駆使 し一つ一つ座標計算 して長い リス トを作成す

る必要があった。丁張 り設置管理を正確 に簡単に早 く

行 うこ とで結果的に効率的に出来形 品質 を向上す る

ことができる。

近年では,関 数電卓,ポ ケッ トコンピュータな どが

発達 し,現 場において もIP座 標(図6参 照)や 曲率

パ ラメー タ等 を使 った高度な計算 を短 時間に実施 出

来 る環境が整 ってきてい る。 しかし,丁 張 り設置に必

要 な箇所数だけ,多 くの複雑な座標計算を行 って測量

機器に入力,あ るいはケーブルなどで転送す る必要が

ある。道路工事 の場合,設 計断面に従って現地に丁張

りを設置す るのに必要な座標計算は,中 心線 にそって

直角方向に座標計算が必要である。また盛土,掘 削作

業が進むに従って要所,要 所で丁張 りが必要になるだ

けでなく,ク ロソイ ドなどの緩和 曲線 がある区間や,

コンクリー ト構造物な どの複雑な形状のものほど,そ

の計算 に多 くの労力 と大量 の座標 を管理す る必要が

ある(図7)○

図7 丁張 り設置箇所図

丁張 り設 置が施 工作業 に必要であ ることは明治 よ

り変わっていないが,完 成までの工期短縮,設 計の複

雑化,コ ス ト縮減の要請 により,一 層効率的管理が求

め られている○3次 元設計情報 を活用 した丁張 りでは,

これ らの作業 をできるだけ簡素化するために,施 工現

場において3次 元設計情報 を 自由に使 える環境 を整

えることで,任 意の断面変化点 にお ける構造物の座標

値 を算出できる(参 考文献8,図8)°

図8 データコレクタによる丁張 り支援

これ によ り丁張 り設置準備作業 に必要な時間が不

要 とな り,場 合によ り重機施工 と連動 させ ることで,

丁張 り設置その ものが不要 となると考えている。3次

元設計情報 を活用 した丁張 りレス技術 についてはす

でに民間技術開発 レベルでは実現 されてお り,商 品化

されて大規模現場 での導入 実績 がある(参 考文献1

7)。 ところが,発 注者か ら提供 され る設計情報が2

次元べースであるために,施 工前に3次 元化作業が発

生す るな ど非効率な点が残 されている。

本研究で使用す る3次 元設計情報は,海 外で実績 の

あるLandXMLを 使用 してい る。LandXMLは 測量,

設計分野における電子情報交換の枠組みであ り,米 国,

ニュー ジー ラン ドではすでに公共事業官庁への電子

納 品フォーマ ッ トとして使 用 され てい る。 しか し,

LandXMLは まだ開発途上であ り,土 木施工に必要な
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3次 元情報をすべて包含 しているわけではない。道路

施 工においては,重 要な線形情報 を保有 しているもの

の,完 全なスケル トンを再現するのに必要な標準断面

情報 は含んでお らず,地 形データが大 きなファイルサ

イズになってお り改良の余地がある。

LandXMLはXMLに よってタグ付 けされたテキス

トファイル形式であ り,OSに 依存せず,長 期保存で

も情報の再利用が可能 となる電子情報である。そ して,

構造化 され た電子情報を持 ち,平 面線形,縦 断線形,

地形 などを,点,線,面 な どの基本 図形モデルによっ

て表現す ることができる。地形をのぞ けば大変小 さな

電子 ファイルであ り,測 量器に内蔵 されるコンピュー

タ で も 容 易 に 利 用 で き る も の で あ る

(http://www.landxml.org)。 我々が考 えてい るスケ

ル トンの電子化 を行 うには,LandXMLを 拡張 して,

標準横 断面情報を追加 しなけれ ばな らないが,本 研究

の実証 実験 ではまだ標準断面情報 の拡張 は行ってい

ないため,一 部手入力が生 じてい る。

b)ス ケル トンによる出来形管理

ITに よる出来形管理の実施 には,従 来の出来形管理

概念 を改める必要がある。従来型では巻 き尺を使用 し

た計測 作業 によって得 られ る1次 元 のスカ ラー値 を

使用 した業務プ ロセスとなってい る。契約図書 として

定め られ る設計図面は,平 面図,縦 断図,横 断図,詳

細図等からな り,そ れぞれ の図面には引き出 し線 とと

もに,構 造物の名称,長 さ,幅,面 積な どが記述 され

てい る。従来型の出来形管理では,こ れ らの図面に記

述 される引き出 し線のスカラー値を設計値 とし,設 計

値 に対応する現地実測値を比較 し,そ の差が許容範囲

(出来形管理基準の規格値)内 に入 っていることで,

構造物が設計図通 りできてい ると判定 されている。

一方
,ITを 活用 した計測作業では,TS,GPSな ど

によって3次 元の計測結果 を得 ることが出来 る。そこ

で,ITに よる出来形管理 では,3次 元設計情報を現地

におけ る原寸大 の設計図 と して再現 し構造物の形状

と比較す ることとして想定 した。構造物 を原寸大の設

計図 と比較す るこ とで設計 と実測 の差異 を計算す る

ことができ,そ の差が許容範囲内に収まっているかを

判断することができる。これによ り構造物が設計通 り

できてい るかど うか判定できる(参 考文献8,9,図

9)。

図9 スケル トンによる出来形管理の概念

図9の 道路横断面において,WとHは 設計道路面上

の 中心線 を原点 とした座標値であ り,サ フィックスの

「設計」,「実測」 は,各 設 計値 と実測値 を示す。IT

による出来形管理では,こ のよ うな概念を用いて多数

の横 断面にお いて設計 と実測の差を求 めることに よ

り,水 平,鉛 直距離の差を統計的に求めることができ

る。

これまで,厳 密 に20mピ ッチの管理断面を特定 し

出来形計測を行 うのに手間がかかっていた。一方,ス

ケル トンによる出来形管理では,厳 密に20mピ ッチ

の管理断面で出来形計測を行わなくて も,大 まかに断

面変化 点を設定 して迅速かつ正確 な出来形管理が可

能 とな る。

2) 実証実験結果

以上述べたITに よる出来形管理の概念を用いて,

施工現場 にお ける実証実験 を行い,そ の概念 の正 しさ

を検証 した。検証項 目は従来型の丁張 り設置作業 と出

来形管理作業,そ してIT型 の場合の時間計測によっ

て比較 した。その結果,2つ の現場において,従 来型

に比べて丁張 り設置 にかか る準備作業や設置作業 時

間が10分 の1～3分 の2に 短縮 され る といった効

果があることが確認 された。出来形管理作業 において

も同様の結果 とな り,従 来型では発見できなかった設

計 と施 工の差異 をわか りやす く顕在化で きることが

明 らか となった。

a) 高知県道路改良工事

高知県伊野土木事務所発注工事 である国道439

号線道路改良工事において,IT施 工管理の実証実験 を

行 った。高知県では,監 督職員 による丁張 り設置後 の

確認検査 を行っているため,丁 張 り設置時の業務改善

について も計測 を行 った。

設計条件 は次の通 りである(表7,図10)。
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表7 設計条件

設 計 幅 員8.5m(車 道3.25m,2車 線),横 断 勾 配

6%,盛 土 勾 配1:1.5

(1.P20)曲 線 半 径R=240m

ク ロ ソ イ ドパ ラ メ ー タA=120(基 本 型 対 称 形)

1.P.19,X=68892.4592, Y=-22841.3005

1.P.20,X=68756.2996, Y=-23160.3404

1.P.21,X=68541.2015, Y=-23346.7404

縦 断 曲 線 長VCL=80m

KA20-1(No.232+10.539m):標 高EL=241.639m

縦 断 勾 配 変 化 点(No.238):EL=247.616m

KA20・2(No.242+12.856m):EL=253.128m

図10 設計条件(平 面図,横 断図)

実験には,国 総研 との共同研究者である(株)ト プ

コン開発の丁張 り設置支援機 器 を用いて,3次 元CA

D設 計 シ ステ ム((株)Autodesk Land Desktop

Vbr 3.0, Civi Design)か ら出力 され るLandXML、

V磯1.0形 式に含まれ る情報を入力 して,従 来型の丁

張 り設置 と支援 ソフ トによる作業時間短縮 の効果 を

計測 した。LandXML Vbr1.0に は,丁 張 り設置 に必要

な平面線形情報(IRBC, EC, R, A等)及 び,縦 断線形

情報が含まれてお り,こ れ らのパラメータの入力を電

子的に行 うものである(図11)。

図11 LandXML Vbn1.0形 式 の平 面線形 情報

しか し,本 実 験 で は,支 援 ソ フ トでLandXML

Vbr1.0を 入力 で き る ソフ トの改 良が 間 に合 わ なか っ

たため,平 面線形,縦 断情報,標 準横 断清報を手入力

で入力 した。

実験結果によると,ク ロソイ ド曲線部における準備

作業に要す る時間短縮効果が顕著であ り,設 計情報 を

施工管理 に活用す る事 による有効性が確認 された(図

12)。LandXML形 式の電子ファイルを入力出来 るよ

うになると,基 本線形計算 にかかる時間を大幅に短縮

す ることが可能 となるであろ う。今回は小規模 な工事

における効果 の測定 を行ったが,急 傾斜の曲線を含 む

法面掘削工事や 高速道路のイ ンターチ ェンジ付近 な

どの複雑で大規模 な工事おいては さらに改善効果 が

期待 される。

図12 丁張 り設置準備作業時間

また,出 来形計測作業において,TSを 用いた出来

形計測 を厳密 に20mピ ッチの管理断面上で行 った

場合 と(実 験A),断 面変化点の断面 を大まかに設定

した場合(実 験B)の2つ の方法で実施 し,現 地作業

時間の比較により,図 のよ うに時間短縮効果が認め ら

れた(図13)。

図13 出来形計測時間

これ によると,管 理断面上で計測す るには管理断面

の特定 に多 くの時間を要す るため計測 点数が少ない

割に観測時間が長い。 一方,断 面変化点上では計測点

数が倍近 くあるにもかかわ らず,観 測時間は約半分で
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済む。

b) 鳥取河川国道

国土交通省 中国地方整備 局鳥取河川 国道事務所 に

よる国道29号 線歩道設置工事において実証実験 を

行った。実験には,同 事務所郡家 出張所所長による主

体的な提案の元,施 工技術総合研究所 と協力 して行い,

TSに よる地形計測,出 来形確認等を行った。

地形計測 では従来の20mピ ッチの横 断面上 によ

る地形計測ではな く,地 形変化点を3次 元的に計測 し

た(図14)。

図14 地形変化点による地形計測

同様 に出来形確認 でも構造物の断面変化 点におけ

る3次 元計測結果 を3次 元CADシ ステ ムにフィー

ドバ ックす ることで,3次 元設計情報 との差異を計算

で比較処理 し表示 した(表8)。

表83次 元計測結果

ここで,TSデ ータ ネー ミングルールは,次 の通 り

である。

・ 道路中心線 か ら左側法面は(負) ,右 は正値で記述

・ 道路中心線上は0で 記述

・ 路肩端 は1で 記述

・ 小段 中心線側は2
,法 肩/法尻側は3で 記述

・ 法肩1法尻は4で 記述

ネー ミングルールの必要性 は,多 数の出来形の3次

元計測値 を設計形状 と比較する ときに,対 応す る設計

座標値を自動的に計算するためである。3次 元計測結

果 を3次 元CADシ ステムに入力 し,設 計値,出 来形

値 を算出 し,結 果 を画面上 に表示 させた(図15)。

図15 出来形図上の設計値 と出来形値 の差

ここで,図15に 示す情報の意味は,次 の通 りであ

る。

・ 道路 中心線か ら左側法面は(負) ,右 は正値で記述

・ 測点: 計測位置の測点

・ 計画幅: 出来形計測 した点に対応する計画上の中心

線か らの水平位置

・ 測量幅: 出来形計測 した点にお ける中心線か らの水

平位置

・ 計画標高: 計画上の標高値

・ 測量標高: 出来形 を計測 した点における標高値

・ 幅員差: 計画幅 と測量幅の差異

・ 標高差: 計画標高 と測量標高の差異

実験結果では,従 来型に比べて も遜色 なく出来形確

認 ができただけでなく,3次 元的に地形形状の変化,

任 意の横 断変化点 におけ る出来形確認がわか りやす

い ことが検証 出来た。この ときの実証実験による従来

型 と情報型 の両方 を実施 した コス ト分析結果を次に

示す(図16)。

図16 実証実験によるコス ト分析

情報型 のコス トが従来型 と変 わらない理由は,2次

元の設計 図面 を基 に,3次 元のスケル トンを電子化す

るために手間がかか るか らである。 しか し,3次 元設

計情報 を作成す るためのスケル トンの電子化 コス ト

を除 くと全体で約半分近 くの削減が見込 まれ,発 注時
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にスケル トンの電子化 を進 めることで大幅 なコス ト

低減が見込まれる(図17)。

図17 設計データの電子化 コス ト除く

4 考察

以上をま とめると,現 地実証実験によ り,3次 元の

スケル トンの電子情報 を活用 した3次 元計測,出 来形

管理 は,従 来の巻き尺等を利用 した出来形管理 と比較

して,準 備作業,設 置作業 ともに時間短縮効果が確認

され,業 務改善効果が高いことがわかった。

また,道 路の予備設計,詳 細設計段階の設計図は,

多 くの場合施工段階に修正 され るが,ス ケル トンの電

子情報 を活用す ることで,施 工中に設計変更を行 うこ

とが飛躍的に容易になると考 えられ る。

さらにスケル トン情報は,出 来形計測結果 を元に,

完成構造物の正確な位置,形 状を再現するのに役立 ち,

正確な完成図の作成に活用でき,情 報の再利用の観点

か ら有効な手段であると考えてい る。

5 おわ りに

3次 元設計情報(ス ケル トン)の 導入による効果 と

して,設 計段階から施工段階への電子情報の再利用が

進み,初 心者で も熟練技術者並に作業を行 うことがで

き,CALSの 本来の 目的である情報の交換,共 有,連

携 を実現することができる。

今後 の課題 として3次 元 に対応 した出来形管理基

準の作成が残 されてお り,関 連部局 と調整 をとりつつ

取 り組む予定である。また,3次 元設計情報 として道

路土工だけでなく,コ ンクリー ト構造物モデルについ

て も構築を予定 している。
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Proposal of an as-built management technology by three-dimensional design 

information 

By Koichi Aritomi, Kensuke Matsuoka, Katsumi Uesaka, Tadashi Okutani 

National Institute for Land and Infrastructure Management 

Ministry of Land, Infrastructure and Transport 

This paper presents that a basic framework structure as three dimensional design information increases 

efficiency in staking out and as-built management in combination with a survey instrument for road work . The 

basic framework structure "skeleton" is composed of an alignment, a profile, and some cross sections of a 

road design. 

Firstly, this paper describes the change of as-built management technique from the Meiji period to the 

present day and the necessity of the new as-built management technology. Secondly, this shows the new 

as-built management technology utilizing the skeleton is useful in shortening the working hours compared 

with a traditional one. 

Computerization of the skeleton generated in the design phase makes it easy to reuse the 3-D information in 

the operation phase. This is a case of effective information exchange through the life cycle of construction , 

which Construction CALS aims at a goal.
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